
(単位：円）

科     目 金     額 科     目 金     額

資  産  の  部 負  債  の  部

流  動  資  産 5,760,194,344 流  動  負  債 3,161,763,329

現 金 及 び 預 金 1,036,920,611 電 子 記 録 債 務 17,741,730

受 取 手 形 5,742,000 買 掛 金 1,324,615,450

売 掛 金 2,422,418,139 未 払 金 309,377,232

製 品 993,774,072 短 期 借 入 金 600,000,000

半 製 品 714,319,369 一年内返済予定長期借入金 271,360,000

仕 掛 品 19,859,148 未 払 法 人 税 等 214,222,862

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 475,013,689 未 払 事 業 所 税 9,312,900

前 払 費 用 44,119,231 未 払 消 費 税 等 66,672,783

未 収 入 金 46,816,664 未 払 費 用 45,620,818

そ の 他 の 流 動 資 産 1,211,421 設 備 関 係 未 払 金 135,448,500

賞 与 引 当 金 156,884,000

そ の 他 の 流 動 負 債 10,507,054

固  定  資  産 6,502,535,620 固  定  負  債 1,190,622,786

有 形 固 定 資 産 6,005,843,850 長 期 借 入 金 1,151,720,000

繰 延 税 金 負 債 38,902,786

建 物 1,645,271,550

構 築 物 4,626,601,816 負  債  合  計 4,352,386,115

機 械 装 置 13,410,096,464 純　資　産  の  部
車 両 運 搬 具 58,865,000

工 具 器 具 備 品 589,882,324 株　主　資　本 7,893,481,749

減 価 償 却 累 計 額 △15,435,042,782

土 地 738,905,170 資　　本　　金 480,000,000

建 設 仮 勘 定 371,264,308

資  本  剰  余  金 1,150,832,300

無 形 固 定 資 産 2,972,035

　資　本　準　備　金 152,806,500

設 備 利 用 権 223,700

ソ フ ト ウ ェ ア 2,748,335 　そ の 他 資 本 剰 余 金 998,025,800

利  益  剰  余  金 6,262,649,449

投 資 そ の 他 の 資 産 493,719,735

　利　益　準　備　金 142,000,000

投 資 有 価 証 券 20,298,300

長 期 前 払 費 用 46,099,692 　そ の 他 利 益 剰 余 金 6,120,649,449

前 払 年 金 費 用 413,721,978

そ の 他 14,599,765 　 圧 縮 記 帳 積 立 金 22,862,055

貸 倒 引 当 金 △1,000,000 　 繰 越 利 益 剰 余 金 6,097,787,394

（うち当期純利益） (522,781,342)

評 価・換 算 差 額 等 16,862,100

その他有価証券評価差額金 16,862,100

純　資　産  合  計 7,910,343,849

資  産  合  計 12,262,729,964 12,262,729,964

貸    借    対    照    表

(　２０２６年３月３1日現在　)

負 債 及 び 純 資 産 合 計



重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

(ア) 市場価格のない株式等以外のもの･････期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(イ) 市場価格のない株式等･･･････････････移動平均法による原価法 

 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、半製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品･･･月次移動平均法による原価法 

貯蔵品の一部は最終仕入原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定） 

 

（３） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

② 無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づき、定額

法によっております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（４） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別にその回収可能性を勘案し、その回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与等の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき金額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。退職給付引当金及び退

職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

ア．退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。 

イ．数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法によって按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

なお、当事業年度末の退職給付企業年金制度については、年金資産が退職給付債務を上回っていた

ことから、前払年金費用として資産の部の投資その他の資産に計上しております。 

 

（５） 収益および費用の計上基準 

当社製品の販売は、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。製品



は全て国内販売に限っており、製品の出荷時から製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間であるため、製品を出荷した時点で収益を認識しております。 

また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額

で測定しております。 

取引の対価は履行義務を充足してから 1 年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりま

せん。 

 

（６） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象

外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。 


